
       

 

 

 

令 和 ８ 年 ３ 月 ５ 日 

                  北 海 道 開 発 局 

                  

民間企業との連携強化による被災自治体への新たな応援体制を構築します 

～災害時における応急対策業務に関する協定を改訂～ 

～ 

【背景・概要】 

近年、気候変動の影響により災害は激甚化・頻発化しており、加えて、千島海溝周辺を震源

とする巨大地震など、大規模かつ広域に及ぶ災害リスクが高まっています。これらの事態に的

確かつ迅速に対応するため、北海道開発局では、災害時に重要な役割を担っている民間企業

「TEC-FORCEパートナー」が、広域的な被災地応援においても TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）

との一体的な活動を展開できるよう、従来締結している災害協定の内容拡充を図ります。 

【調印式】 

日 時 ： 令和８年３月９日（月）１５時００分から１５時３０分（受付：１４時５０分） 

場 所 ： 札幌市北区北８条西２丁目 札幌第１合同庁舎１５階 特別会議室 

出席者 ： 北海道開発局長 遠藤 達哉 

一般社団法人日本建設業連合会北海道支部 支部長 奥村 一正 

   一般社団法人北海道建設業協会 会長 岩田 圭剛 

北海道舗装関係団体災害緊急対策連絡協議会 会長 中山 晶敬 

一般社団法人建設コンサルタンツ協会北海道支部 支部長 今 日出人 

一般社団法人北海道地質調査業協会 理事長 千葉 新次 

一般社団法人プレストレスト・コンクリート建設業協会 

北海道支部 支部長 大岡 昭雄 

一般社団法人建設電気技術協会北海道支部 支部長 沼澤 一明 

（順不同） 

取 材 ： 取材を希望される方は、３月９日（月）１０時までに【別紙】のとおりメールにて

事前にご連絡をお願いします。 

【取材申込先】hkd-ky-bou-1-81w@gxb.mlit.go.jp 

北海道開発局と北海道内の建設業・建設関連団体は、更なる連携強化のため、従来締結している災

害協定の内容を拡充し、被災自治体への新たな応援体制を構築します。 

【問合せ先】 国土交通省北海道開発局 事業振興部防災課  電話（代表）011-709-2311 

災害対策管理官 金田  尚（内線 5954） 

課長補佐       臼田 光史（内線 5944） 

  
北海道開発局ホームページ https://www.hkd.mlit.go.jp/ 



災害応急対策業務に関する協定の拡充内容

現行の災害協定は必ずしも管外派遣・自治体応援を想定していないた
め、大規模広域災害における円滑な自治体応援に向け、災害協定を見
直し、応援の範囲を北海道開発局管外、被災自治体応援まで拡大。
国土交通省の要請により活動する企業・団体等をTEC-FORCEパート
ナーと位置づけ、広域的な被災自治体応援においても、TEC-FORCE
と一体的な活動を展開。



別紙 

 

送付先： hkd-ky-bou-1-81w@gxb.mlit.go.jp 

 

件名：【調印式の取材申込み】 

「災害時における北海道開発局管内の災害応急対策業務に関す

る協定書調印式」取材申込み 

本文：氏名（ふりがな）、所属、連絡先、テレビカメラ持込みの 

有無の別を記載願います。 

 

※令和８年３月 9 日（月）１０時までに、お申し込みください。 

※ご記入いただいた個人情報は、本協定調印式の開催に関する連絡以外では使用しません。 


